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デジタル・グリーン分野及びこれに関連する分野（以下、成長分野等）の業務に従事させる事業主が、

高年齢者、母子家庭の母等、就職氷河期世代不安定雇用者、生活保護受給者、障害者などの方を対象労

働者として継続して雇い入れ、人材育成や職場定着に取り組む場合に、支給額が高額となる新コースを

創設しました。

詳細は別リーフレット（特定求職者雇用開発助成金（成長分野人材確保・育成コース）のご案内）をご確認ください。

「特定求職者雇用開発助成金（成長分野人材確保・育成コース）の詳細は、厚生労働省ウェブサイトをご覧ください。

また、詳しくは、都道府県労働局またはハローワークにお尋ねください。

・［ ］内は短時間労働者（ 1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働者）を雇い入れた場合の支給額です。

・（ ）内は中小企業以外の企業に対する支給額です。

・助成金額が賃金総額を超える場合には、賃金総額が上限となります。

対象労働者 既存コースの支給額 新コースの支給額

高年齢者（60歳以上65歳未満）

母子家庭の母等

生活保護受給者等 等

30[20]万円×２期

（25[15]万円×２期）

45[30]万円×２期

（37.5[22.5]万円×２期）

就職氷河期世代不安定雇用者
30万円×２期

（25万円×２期）

45万円×２期

（37.5万円×２期）

65歳以上の高年齢者
35[25]万円×２期

（30[20]万円×２期）

52.5[37.5]万円×２期

（45[30]万円×２期）

身体・知的障害者

発達障害者、難治性疾患患者

30[20]万円×４期

（25[15]万円×２期）

45[30]万円×４期

（37.5[22.5]万円×２期）

重度障害者等（重度障害者、

45歳以上の障害者、精神障害者）

40[20]万円×６[４]期

（33[15]万円×３[２]期）

60[30]万円×６[４]期

（50[22.5]万円×３[２]期）

このコースを受給する場合、対象労働者の雇入れ日から「１か月以内」に計画書を提出する必要があります。

ただし、雇入れ日が2022年５月31日までの場合、2022年７月31日まで計画書の提出が可能です。

支給申請の手続き
第２～６期支給申請も同様の手続きが必要です。

申請には、対象労働者の従事する業務内容や

雇用管理改善・職業能力開発への取り組み等を

記載した計画書と報告書の提出が必要です。
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特定求職者雇用開発助成金

（成長分野人材確保・育成コース）新設

既存コースの1.5倍を助成する高額助成コースをご活用ください

事業主の皆さまへ

2022（令和４）年４月１日から

・都道府県労働局・ハローワーク


